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第63回産業統計部会議事録 

 

 

１ 日 時 平成28年10月24日（月）16:30～18:13 

 

２ 場 所 総務省第２庁舎６階特別会議室 

 

３ 出席者 

【委   員】 

川﨑 茂（部会長）、西郷 浩、河井 啓希 

【審議協力者】 

熊井 裕二（一般社団法人日本ガス協会総務部調査統計グループマネジャー）、 

森下 淳一（日本瓦斯株式会社常務取締役）、財務省、厚生労働省、農林水産省、 

経済産業省、国土交通省、愛知県 

【調査実施者】 

経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室：藤本室長ほか 

【事務局（総務省）】 

横山大臣官房審議官 

統計委員会担当室：山澤室長、吉野政策企画調査官 

政策統括官(統計基準担当)付統計審査官室：澤村統計審査官、内山国際統計企画官

ほか 

 

４ 議 題  ガス事業生産動態統計調査の変更について 

 

５  議事録 

○川﨑部会長 それでは、おそろいですので始めさせていただきます。本日も御出席いた

だき、ありがとうございました。 

 今日は第63回産業統計部会ということで、前々回の第61回部会に引き続きまして、ガス

事業生産動態統計調査の変更についての審議をお願いしたいと思います。 

 今日の配布資料等につきまして、まず、事務局から、御説明をお願いしたいと思います。

よろしくお願いします。 

○岩黒総務省政策統括官（統計基準担当）付官 本日の配布資料については、議事次第に

ありますとおり、資料１から資料４まで、また、参考資料としまして、前回部会の議事概

要をお配りしておりますので、御確認をお願いいたします。 

 このほか、資料番号は付しておりませんが、座席図、出席者名簿及び前回の統計委員会

で出た意見を記載した資料をお配りしております。不足の資料等がございましたら、事務

局までお申し出ください。 

 また、席上配布資料も３種類ございますので、御確認をお願いいたします。 
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 私からは以上でございます。 

○川﨑部会長 資料はよろしいでしょうか。お気付きのことがありましたら、またその時、

お知らせください。 

 今日は、最終的には答申案の審議まで一気に進めさせていただきたいという目標でおり

ますが、その前に、前回の審議の中でいろいろ質問もございましたので、まず、それにつ

いて経済産業省からお答えいただきまして、その後、残る事項を審議していくということ

で進めてまいりたいと思います。 

 それから、今日は一応、18時半までを予定させていただいておりますが、万一過ぎた場

合、御無理な方はご退席いただいても結構でございます。 

 それでは、早速、審議に入らせていただきます。 

 前回の質問事項に入ります前に、10月11日に統計委員会が開かれまして、その場で、こ

の調査の審議に関する部会報告を行いました。その際、西村委員長から御意見がございま

して、若干のやりとりがございましたので、最初に、その内容につきまして、事務局から

御説明いただきたいと思います。お願いいたします。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 それでは、特に資料番号は

付しておりませんけれども、１枚紙で、「ガス事業生産動態統計調査の部会報告の際に委員

から示された御意見（要旨）」という資料を準備しておりますので、それを御覧ください。 

 10月11日のときに、部会長から１回目のガス事業の部会の報告をしていただいたのです

が、その時に委員長から御発言がありましたので、それを改めて紹介いたします。 

 いつもながら、このペーパーの位置付けですが、正式な議事概要につきましては、委員

会担当室が別途作成中ということで、便宜上、私どもが作ったものということで受けとめ

ていただければと思います。 

 真ん中、黒丸で付けておりますけれども、御発言があったのは、都道府県別の把握につ

いてです。委員長いわく、統計の比較可能性の向上の観点から必要と考えるけれども、報

告者負担を考えると、なかなか対応は難しいという結論については理解をいたします。た

だ、結論について、11日の委員会では「適当」という表現を使っていたのですけれども、

「適当」という場合は、「望ましい」という、いわばポジティブな意味が強くなるので、「現

状においては、適当」あるいは「現状においては、やむを得ない」といった留保的なもの

を付けた表現が適切ではないかと考えます。最終的な答申を取りまとめる段階では、表現

ぶりも含めて部会で審議してくださいという趣旨の御発言でございました。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 

 この席上にも委員会の席でお聞きになっておられた方もいらっしゃるかと思いますので、

あえてくどく申し上げることもないのかもしれませんが、私も、西村委員長の御意見を聞

きながら、かなり賛同するところがございました。特に「やむを得ない」というのは、私

も正にそのような気持ちも少しあって、表現ぶりがやや粗かったかという気もしたところ

でありますが、ただ、部会に御意見をお諮りしてから、どのような表現にまとめるかを決

めていきたいと思いましたので、そのようなことで引き取らせていただきました。 



 -3- 

 私自身の受け止め方としては、このお話については幾つかございます。前回の部会でも

申し上げましたけれども、やはり、都道府県別の結果があるほうが望ましいということは、

基本的な認識としては持っております。ただ、御説明いただいたとおり、特に供給者側の

データで見ていくと、地域的には、かなり特定の事業者が明らかになる、秘匿の問題が生

じるということも理解できるので、その面から、無理に推し進めることは限界があるとい

うことも理解しております。ただ、需要者側、特に家計側について見ていきますと、必要

性はかなり高いだろう。１つは、エネルギーの利用という観点もあります。また、各都道

府県の市場に参入していく業者あるいは市場の変化の状況を捉える上でも、今後、新しい

流通方式がどのように変化していくかを把握する上で大事なのだろうと思います。 

 そのような観点で、週末に少し調べ物をしておりましたら、実は昨日になりまして、日

本ガス協会が発行されているガス事業便覧の中に、既に都道府県別の供給状況が公表され

ていることに気が付きました。早く気が付けばよかったのですが、少し遅くなりまして、

そのようなことで、統括官室に御相談しまして、そのようなことも既にお伝えいただいて

いるところかと思います。 

 このような状況であれば、都道府県別データについては一定の必要性もあるということ

を考えれば、今後の自由化の進展あるいはひょっとしたら新規参入の事業者はガス協会に

入らずに事業を行うケースもあるかもしれないということを考えますと、改めて、やはり、

公的統計でこれを調べることは重要なのではないかという気がいたしております。 

 これが１点ですが、もう１点、ブロック別で提供することにつきましては、既に統計委

員会の席でもいろいろな問題が出ておりますし、あるいはその他の場でも指摘があります

が、比較可能性の問題があるということで、いろいろな議論が出ております。また、今す

ぐの問題に限らず、今後、データの二次利用といったようなことが起こってきたりします

と、やはり、いろいろな組替えの分析が必要になるでしょうから、そういう意味では、比

較可能性の観点から、やはり、都道府県別把握はあることが望ましいと言えるのではない

かと思います。 

 このようなことを総合して考えますと、都道府県別の把握が必要であるということは否

定できないと思います。また、もう一方で、現時点では、報告者の立場から、なかなかハ

ードルの高い状況だということも承知しております。このような状況を考えますと、西村

委員長からも指摘があったように、「適当」というよりは、「やむを得ない」というほうが

よろしいのではないかと考える次第です。 

 このようなことにつきましては、また改めて、後ほど御説明いただくなり、状況を把握

することにして、御審議させていただきたいと考えておりますので、とりあえず御留意い

ただいて、また、御検討、御審議をお願いしたいと思います。 

 前回の統計委員会の議論についてはこのようなことですが、この点につきまして、とり

あえず、何か御指摘等ありますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 では、これについては、また後ほど戻らせていただくことにさせていただきまして、最

初に申し上げました前回の部会で質問事項としての宿題としてお願いしておりました点に

ついての確認をお願いしたいと思います。調査票の保存期間とか、現在どこまでのものが
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利用できるかといったような質問だったかと思います。それでは、調査実施者の資源エネ

ルギー庁から、お願いいたします。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 資料１の経済産

業省説明資料に基づきまして、御説明させていただきます。 

 ①現時点において、過去データは、どこまで遡って利用可能となっているかという御質

問です。 

 まず、（１）公表資料ですが、定期刊行物としましては、国立国会図書館に、毎月13部を

納本させていただいています。最古の蔵書は昭和27年６月分でございます。調査自体は昭

和26年４月に開始しておりますので、若干、当初分が残っていないという状況になってお

ります。それから、ウェブですけれども、e‐Statに平成17年分以降を掲載していただいて

います。それから、資源エネルギー庁のウェブにおきまして、平成19年分以降を掲載させ

ていただいています。 

 （２）調査票情報でございます。現在は、現行のガス事業生産動態統計調査計画に従い

まして、保存期間２年としており、過去２年分が利用可能となっております。 

 ②今後における長期データの保存・提供について、どのような方針を有しているかとい

う点です。集計結果につましては、e‐Statの掲載により、永年保存は担保されるものと考

えています。e‐Statにおけるデータの掲載期間に関しましては、掲載しているデータを所

管府省が自ら削除しなければ削除されることはないと独立行政法人統計センターから聞い

ております。正に、データを所管しております当省、当室としましては、本統計調査のデ

ータは、今後もe‐Statに掲載し続けることとし、削除することは考えておりません。した

がいまして、永年保存していただけるものと考えております。 

 また、調査票情報等の管理及び情報漏えい等の対策に関するガイドライン（改正平成24

年12月25日総務省政策統括官（統計基準担当）決定）に従いまして、本調査についても、

今回の変更申請によりまして、調査票の内容を記録した電磁的記録については、保存期間

を永年とすることとしたいと考えております。 

 以上です。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 

 この点につきまして、いかがでしょうか。御意見、御質問等ありましたら、お願いした

いと思います。 

 よろしいでしょうか。 

 これまでは調査票の保存が２年しかないということで、そういう意味では、それ以上遡

ることは難しいことだったわけで、今後、これを永年に変えるという対応は望ましいこと

であると思いますが、そのような理解でよろしいですね。 

 それから、集計結果につきましても、既存のものはできるだけ、電子媒体に載っている

ものは永年となるし、紙媒体は、既にあるものは国立国会図書館に保存されるということ

ですので、その点でもよろしいかと思います。 

 では、この統計については、むしろ適当であるということでよろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。 
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 それでは、続きまして、審査メモで残っている部分があったようですので、そちらに戻

っていただきまして、事務局から説明をお願いしたいと思います。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 それでは、審査メモという

ことで、資料２の10ページになります。 

 （６）－２調査票情報の保存期間及び保存責任者ということでございます。先ほど資源

エネルギー庁から、保存状況、それから、将来に向けての方向性を御説明いただきました。

今、結論も出されたということで、後追いになりますけれども、今回の宿題返しの中で、

保存期間、保存責任者というのも変更申請の中に挙がっておりますので、併せて確認いた

だければということで準備した次第でございます。若干重複するところもありますが、通

り一遍、説明させていただければと思います。 

 変更内容といたしましては、表７のとおり、保存責任者と保存期間を変えるというもの

で、今までは、調査票という表示のみで、紙か否かは区別せずに、経済産業局長と経済産

業大臣で２年ということだったのですが、これを紙と電子媒体に分けまして、紙は引き続

き２年ということですが、先ほども御説明があったとおり、電子媒体については永年にす

るものでございます。 

 審査状況を改めて申し上げますと、現状においては２年ということですので、いわば３

年以上前のデータがないという意味では、二次利用する際の支障ということは否定できな

いかとは思いますが、少なくとも、今後行われる調査については、電磁的記録が永年保存

され、二次利用の支障がないように対応されるということですので、今回の変更に関して

いえば、適当と考えていたところでございます。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 すみません、この資料が出ているのを忘れて、先に私の理解を申し上げて

しまいまして、少し押しつけがましくなったかと思います。念のため確認させていただき

ますが、資源エネルギー庁と今の事務局の説明を踏まえまして、今申し上げました方向で

よろしいでしょうか。 

 それでは、改めまして、確認させていただいたことにいたします。 

 では、これで、前回までの宿題といいますか、お問い合わせについては、お答えいただ

いたと考えますので、審査メモに沿いまして、引き続きまして、残る項目の審議に入らせ

ていただきたいと思います。 

 次の事項は、本日配られた資料２の審査メモの13ページからとなります。「３ 未諮問基

幹統計としての確認」ということで、ここから残る項目としての審議を進めさせていただ

きたいと思います。 

 それでは、最初に事務局から、基幹統計としての要件の適合性について、御説明をお願

いしたいと思います。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 御説明いたします。 

 未諮問基幹統計としての確認ということで、この調査あるいはこの調査から作られる統

計につきましては、統計委員会が発足して以降、１回も諮問にかかっていないということ

もございまして、公的統計の整備に関する基本的な計画（平成26年3月25日閣議決定）の中
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で、そういうものについては必要に応じて確認すると言われています。その一環として、

この部会の時間を頂戴するものでございます。 

 大きく３つのパーツに分かれるのですけれども、まず１つ目ということで、順次説明し

ていきたいと考えております。 

 「（１）基幹統計としての要件の適合性」、要するに、利活用の確認ということになりま

す。審査状況でございますけれども、基幹統計につきましては、統計法第２条第４項第３

号で、基幹統計はどういう要件を満たすかと記載しています。それが点線の枠囲みのイロ

ハという３つです。イが行政利用、ロが民間利用、ハが国際利用ということでございます。

それぞれの利活用につきましては、この基幹統計あるいはこの基幹統計調査を諮問したと

きの諮問の概要のときにも触れておりますけれども、いずれにいたしましても、イロハと

もに重要なデータとして利用されるというところは、既に説明済みかと思います。 

 そういったことから、基幹統計の要件には基本的に適合しているとは考えているのです

けれども、論点に挙げておりますとおり、二次利用も含めて、諮問の概要で挙げている利

活用以外の利活用実態について、ほかのものがあればということで、この場でお時間をい

ただいて確認するというものでございます。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 

 それでは、調査実施者の資源エネルギー庁から、御説明をお願いしたいと思います。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 資料３、経済産

業省説明資料で説明します。 

 18ページでございます。「３ 未諮問基幹統計としての確認」の「（１）基幹統計として

の要件の適合性」であります。諮問の概要で書かれている利活用以外の利活用実態はどの

ようになっているかという点でございます。 

e‐Statの最近のアクセス数は、表とその下のグラフのとおりとなっております。2015

年で合計2,734件、その前年2014年で4,460件、2013年で2,025件等となっております。2014

年は、想像が入りますけれども、ちょうどガスシステム改革、今回の自由化の議論がなさ

れていた時期でもあり、場合によっては、その関心が高かったのかと考えております。 

 グラフの下にいきまして、二次利用実績につきましては、平成27年度に日本銀行から企

業物価指数作成のため、地方自治体から県内の統計作成のためとして、２件の申請がござ

いました。その他、全国産業連関表や総合エネルギー統計といった統計においても、本統

計調査の公表結果が利用されております。 

 以上です。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 

 それでは、これにつきまして、皆様から、御意見等をお願いしたいと思いますが、いか

がでしょうか。 

 この利用件数を見て多いとか少ないとかいうのは、この数字だけ見て直ちに、どなたも

なかなかコメントしにくいと思いますし、私もそう思いながら申し上げるのですが、恐ら

く、ガス事業という非常に特定の分野なので、都市ガスというのは、一般家庭でも、誰で
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も、多くの人が利用しているから、実は重要な統計ではありながら、わざわざ、そのデー

タを見ようという人は必ずしも多くない。でも、必要なものは必要として、いざ、見ると

きは見るということなので、このようなことと受け止めるのかと思いました。利用したい

人は利用できる環境になっているということで、これはこれでよろしいのかと私は受け止

めましたが、特にありますでしょうか。 

 では、この件につきましては、一応、利用に見合った提供が行われているということで

整理させていただきます。 

 では、次の項目に進ませていただきたいと思います。事務局から、御説明をお願いしま

す。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 資料２の審査メモの14ペー

ジ、「（２）本調査の実施の必要性」でございます。 

 前のページ、（１）では、統計の重要性といいますか、利活用について見ていただきまし

たけれども、仮に統計が必要であるとしても、その作成のために統計調査という方法で情

報を集めなければならないのかというのが、この部分のポイントになろうかと思います。

審査状況の第一段落の中ほどになりますけれども、この調査はガス事業法と表裏一体の関

係にはあるのですが、法律の中には、経済産業大臣による事業者に対する報告徴収という

規定があります。参考として報告徴収の規定を挙げておりますので、御参照いただければ

と思いますけれども、この報告徴収によって、本調査で把握している情報を収集すれば、

本調査に代替できるのではないかという考え方があり得るかと思います。これについてで

すけれども、ガス事業法に基づく報告徴収、どういった目的で組み立てがあるか、位置付

けがなされているかということですが、審査の過程において聞いた情報によりますと、監

査を行う場合あるいは事故が発生した際、必要な情報を特定の事業者から聞くあるいは集

めるということを主な目的としており、全事業者から、生産活動の動向を経常的に報告さ

せるという目的のために置かれているものではないということでございまして、基本的な

目的を違えるということになりますので、本調査を代替することはできないということで

ございました。 

 以上のようなことから、報告徴収に関しては、個別の事案に関して個別の事業所から聞

くものであり、全事業所から経常的に情報を聞くのは統計調査ということで、役割分担が

なされているところはあるのですけれども、それについて、論点にありますとおり、再確

認はしておきたいと考えております。 

 論点のところに３つ挙げておりますけれども、１つ目、ａといたしましては、報告徴収

と調査との役割分担、それから、ｂといたしましては、改めて本調査に代替することがで

きないかどうかということ、それから３つ目、ｃとしては、基幹統計調査ということにな

りますと報告義務を課すことになりますので、そういった義務を課さなければ、調査、言

いかえれば情報収集がうまくいかないかという、この３点に関して投げかけをしていると

ころでございます。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 
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 それでは、以上の３点の論点につきまして、資源エネルギー庁からの御説明をお願いし

ます。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 資料３、経済産

業省説明資料に沿って、説明します。 

 19ページでございます。「（２）本調査の実施の必要性」、まず、ａの「報告徴収と本調査

の役割分担」でございます。改正ガス事業法におきまして、先ほどの資料２にありました

とおり、報告徴収は第171条に規定されています。この報告徴収で調査する内容は、ガス事

業法の施行、すなわちガス事業の運営の調整、ガスの使用者の利益保護または保安の確保

などの観点から報告を徴収することが必要と考えられるものであります。ガス事業者など

に対する監督・規制を適切に実施するために、ガス事業者などから必要な報告を徴収する

ことを目的としています。 

 一方で、統計を目的として集計値を作成して利用したい場合は、統計法に基づいて行う

こととしております。 

 このように、報告徴収規定は、監査などの際に必要に応じて運用されているものであり

ます。本調査は、ガス業界の生産の実態を明らかにするために行うもので、両者の役割分

担がなされているものと考えています。 

 ｂの「ガス事業法の報告徴収で本調査に代替することは困難か」という問いでございま

す。改正ガス業法第171条の規定で報告させることができる事項には、（１）ガスの供給業

務の運営に関する事項、（２）ガス工作物の工事、維持及び運用の保安に関する事項、（３）

会計の整理に関する事項、（４）消費機器の調査に関する業務の運営に関する事項などを想

定しています。具体的には、監査などにおいて上記に関する情報が必要であると判断され

た場合や、事故などがあった場合に、その詳細等がございます。 

 仮に報告徴収の回答内容を法令違反等の事例から見られた場合には、必要に応じて業務

改善命令や罰則などを適用することとなります。 

 本統計調査は、ガス事業の生産の実態を明らかにし、ガス事業に関する施策の基礎資料

を得ることを目的としております。基幹統計は、調査票の本調査の結果を直接の根拠とし

て、改善命令や罰則などを適用することはできないことになっております。 

 報告徴収規定と本統計調査では調査目的が異なるため、本統計調査の内容を改善命令や

罰則等を適用することが可能な報告徴収で代替することは適当ではないと考えています。 

 20ページ、「ｃ 基幹統計調査として、報告義務を課さなければ、調査の目的を達成でき

ないか」という論点です。本統計調査は、昭和26年より指定統計として、報告義務者の理

解のもと、実施しているところであります。一方で、一般ガス事業者、特に簡易ガス事業

者におきましては小規模の事業者も非常に多く、基幹統計として統計法第13条による報告

義務が課されていることで回収率が担保されているものと考えています。 

 高い回収率によって、ガス事業の生産の実態を明らかにし、ガス事業に関する施策の基

礎資料を得るという目的がこれによって達成されていると考えています。 

 以上です。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 
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 ただ今の御説明に関しまして、御意見、御質問等がありましたら、お願いしたいと思い

ます。 

 特にございませんか。 

 では、私から若干、感想のようなことを申し上げますが、こういう事業法に関連して報

告徴収の権限がある分野について統計調査を行われていたというのは、多分、これだけで

はないことでもあるかと思います。そういう意味では、これが特別に、ものすごく何か問

題だということではないとも思いますし、また、今日の３点についての御説明のように、

法律上の報告徴収と統計調査としての調査のための情報収集というのは役割が違うという

ことを調査実施者において明確に認識されているというのは、極めて良いことだと思いま

す。特に、法律上の報告徴収は、やはり監査ですとか、あるいは何らかの行政措置などの

ために徴収する情報ということでもあるので、その点と統計調査は相入れないということ

で、その意味では、統計調査は、そういう観点ではない統計のためのもので運用されてい

るということで、そういう意味で、別のものとして行うというのは、私は理解できると思

いました。 

 そういう意味で、この調査を基幹統計調査として報告義務を課しつつ実施することが必

要というのは、今の御回答から認められると考えたわけですが、よろしいでしょうか。 

 では、そのようなことで整理させていただきたいと思います。ありがとうございました。 

 それでは、次の事項に進ませていただきたいと思います。次は、ガス事業の実態を踏ま

えた調査体系の見直しの必要性という項目となります。 

 それでは最初に、論点と審査の状況につきまして、事務局から御説明をお願いします。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 それでは、資料２の審査メ

モの最後のページ、15ページ、（３）ガス事業の実態を踏まえた調査体系の見直しの必要性

の審査状況でございますけれども、この調査につきましては、以前も説明しましたが、ガ

ス事業法に基づくガス事業者を対象に行われているということですが、この案件、いろい

ろお話を伺うにつけ、国内においてのガス供給というのは、決してガス事業法に基づく供

給だけではないというのが分かってきたことでございまして、２行目から３行目に記載し

ておりますけれども、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（以下「液

石法」という。）という法律がありまして、これに基づく液化石油ガス販売事業によっても

行われている。要は山間部であるとか、町中でも飲食店の軒先にボンベが置いてあるとい

うパターン、あれはガス事業法ではないということですので、この調査がガス事業法に基

づく事業者を対象にすることによって、国内におけるガスの生産、供給について、実は網

羅できていないのではないかという素朴な疑問が出てきたところでございます。 

 この調査の結果が、いわゆるインフラの統計として、例えば、災害発生に際して利用さ

れること、どういった地域で、どれだけの被害が発生して、どれだけが通じていないかと

いったようなことで利用されるという可能性も考えますと、この調査について、ガス事業

を網羅する調査としての整備あるいは充実という可能性も出てくるのではないかと考えた

次第です。 

 それで、最後の論点として設けさせていただいたところになります。論点ａｂｃとあり
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ますけれども、まずａのところですが、ガス事業に関して、統計調査の把握状況はどのよ

うな状況かということ。それからｂですけれども、液石法に基づく事業の実態について、

別途、統計化されているかどうかということ。それからｃですけれども、液石法に基づく

事業も含めて、この調査あるいは統計として拡充、体系化するという選択肢はあるのかと

いうこと。この３つを投げかけているところです。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございます。 

 それでは、資源エネルギー庁から、以上の論点につきましての御説明をお願いします。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 資料３、経済産

業省説明資料21ページで説明します。 

 「（３）ガス事業の実態を踏まえた調査体系の見直しの必要性」であります。私からは、

論点「ａガス事業に関する統計調査の把握状況」について、説明します。 

 22ページの別紙を御確認いただければと思います。上から図が３段に分かれております

が、ガス事業法が対象としておりますのが上から１段目、２段目となります。ＬＮＧをベ

ースとするガスを基地で受け入れて、これを導管で需要家に流していくという事業が１段

目にございます。 

 それから、ＬＰＧ（液化石油ガス）を輸入しまして、これを簡易なガス発生設備でガス

に変えて、これを導管で需要家に供給するという事業がございます。こちらにつきまして

は、簡易ガスと呼んでいる事業でありますが、こちらも引き続き、自由化後もガス事業法

の対象となります。ただ、供給地点の数のところ、二段目の右端を見ていただければと思

いますけれども、70戸以上がガス事業法の対象、69戸以下については液石法の対象となり

ます。今回御審議いただいていますガス事業生産動態統計調査につきましては、ブルーで

囲っておりますけれども、対象範囲がガス事業法に基づくガス事業の部分になっておりま

す。 

 ガスの供給は、ガス事業法の対象となっている導管により供給する今の部分のほかに、

ＬＰガスをボンベに充填して供給するものがございます。図でいいますと、一番下の３段

目になります。こちらはガス事業生産動態統計調査の対象となっておりませんが、当省が

実施しております他の統計、石油製品需給動態統計調査によりまして、ＬＰガス全体とし

ての需給動向を調査しているところでございます。法律としては、液石法が所管法律とな

ります。 

 私からは以上です。 

○高野経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課課長補佐 続きまして、ｂ、

ｃについて、説明させていただきます。 

 まず、ｂの論点でございます。我々経済産業省では、今説明のありました石油製品需給

動態統計調査、基幹統計調査の一つになりますけれども、こちらを実施しております。石

油製品需給動態統計調査におきましては、ＬＰガスをはじめとしまして、ガソリンや灯油、

軽油、こういった石油製品全般について、それらの国内生産量ですとか輸入量、国内販売

量、輸出量の全体的な動向を把握しております。対象事業者としましては、ＬＰガスやガ
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ソリン、灯油、軽油、こういったものを輸入される事業者の方々、また、原油を輸入して、

国内で石油製品を精製する事業者、国内精製会社、石油の精製会社が中心になりますけれ

ども、こちらが調査の対象になっております。 

 先ほど説明しました別紙ですと、一番下の３段目、左端のＬＰＧ基地と記載されている

部分がＬＰガスの輸入事業者に該当するものでございまして、こちらは石油製品需給動態

統計調査で調査の対象になっております。 

 また、我々国でやっている統計調査のほかにも、業界団体におきましても、様々な統計

データを整理されております。席上に配布させていただきましたけれども、Ａ４の横表に

ございますＬＰガス都道府県別販売量でございます。こちらにつきましては、主にＬＰガ

スの輸入事業者で構成しております日本ＬＰガス協会で、毎月、輸入事業者または国内の

精製会社を対象に調査を行っておりまして、ＬＰガスの国内の都道府県別、用途別、こう

いった細かいデータを整理して、統計としてまとめて、一般に公表しているところでござ

います。 

 続きまして、ｃの部分について、説明させていただきたいと思います。ｃの論点として

は、「今回のガス事業生産動態統計調査、ＬＰガスのやっている液石法の部分も対象に含め

る必要があるのではないか」という点でございます。この点につきまして、我々、資源エ

ネルギー庁としては、今御説明申し上げました石油製品需給動態統計調査ですとか、席上

に配布させていただきました業界団体による調査、こういったもので、我が国全体として

のＬＰガスの需給動向というものは把握できていると考えております。したがいまして、

今回のＬＰガスの部分につきまして、ガス事業の生産動態統計調査に含まずとも、全体は

しっかり把握できていると考えております。 

 また、これは補足になるのですけれども、実は液石法に基づくＬＰガス販売事業者は、

全国に２万者ほどございます。事業所数でいくと、もっと数が増えるかと思います。しか

も、従業員数が５人とか６人ぐらいしかいないような小規模な事業者が多数を占めており

まして、こういった小規模な事業者、しかも、これだけの数がある事業者を調査の対象に

することは、これらの事業者に、それなりの大きな負担をかけることにつながるのではな

いかと考えております。また、事業者数が非常に多いので、仮に統計調査の対象にした場

合、やはり、我々の行政コストも相当上がると考えております。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 

 それでは、皆様から、御意見、御質問等がありましたら、お願いしたいと思います。 

○森下審議協力者 御説明ありがとうございました。 

 今の御説明で、需給状況については大体把握できているということで、問題はないかと

思うのですけれども、１点、需要家数とかメーター取付数といった末端需要家の数値がこ

こでは把握できないということで、新規参入ですとか、エネルギーの利用状況の確認につ

いて、一戸当たりの使用量等が把握できないというところもあります。実際、２万者ある

ので、なかなか難しいとは思うのですけれども、こういったところを月１回の報告とか、

年１回の報告とか、報告の方法ですね。ＬＰガス協会ですとか、そういったところを含め
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て、今後、考えていただけたらと思います。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 

 確かに、ＬＰガスはそうですね。これは総量のみということですかね。ただ、ここでＬ

Ｐガスの統計が審議対象に挙がっていないので、なかなか議論の難しいところで、御意見、

確かに今の環境の変化の中では特に重要だというのはよく理解できることだと思います。

ありがとうございました。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 事務局から１点、念のために確

認しておきたいと思うのですが、今、業界統計で捉えている部分、それから、資源エネル

ギー庁が自ら得ておられる部分で全体像は分かるという、そこは理解できたのですが、例

えば、本日の席上配布資料で出していただいた日本ＬＰガス協会で、こういう統計が協会

として必要というのは、そもそも、どういう理由でやっておられるのか。何でこういうこ

とを聞くかと申しますと、将来的にその必要性が乏しくなったときに、協会として、こう

いう統計がなくなれば、全体像が見えなくなる可能性もある。現に他の分野でも、こうい

った業界団体の統計が充実していたんだけど、徐々に未加入の人とか、いろいろ増えてき

て、それから、協会自体も必ずしも十分活動できなくなってやめましたというようなケー

スで、かえってそれが公的統計に切り替わってくるケースがあるものですから、そもそも、

今なぜ、協会がこういう調査をされているのか。そして、さらに将来的にもその状況は続

くと考えられるのか、それとも要因の変化はあり得るのか、そこだけお教え願いたいと思

います。 

○高野経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課課長補佐 日本ＬＰガス協会

でも、我々が実施している全体としての需給統計というのは当然承知しているところなの

ですけれども、それを細分化して都道府県別に需要動向を把握するのは、業界にとっても、

やはり非常に必要なことであろうと考えているのだと思います。 

 といいますのも、ＬＰガスと都市ガスというのは、ある意味、競合関係にございまして、

最近ですと、電気ともエネルギー間競争が、自由化によって、これからますます激しくな

ってくる中で、やはり、ＬＰガスの需要動向を各エリア別に分けたときに、どのような変

遷をたどっているのかを業界としてしっかり把握することが重要であると考えていると

我々は受け止めております。したがいまして、随分前から、日本ＬＰガス協会は独自にこ

ういった統計調査をやっておりますので、これから、ＬＰガスをめぐる環境は、エネルギ

ーの自由化に伴って、かなり厳しい状況になっていくと業界も認識しておりますので、そ

ういう意味では、引き続き、この統計の重要度は、これからますます高くなっていくと考

えておりまして、これが今すぐなくなるということはないと我々も考えております。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 ありがとうございます。 

 ということは、ＬＰガスとＬＮＧ、都市ガスは合わせ技で見るといいますか、その時に、

ＬＰガスは都道府県別にあるということ、ある意味、その部分が都市ガスに切りかわった

り、逆というのはあまりないのかもしれませんが、こういう統計を見る場合は、需要量の
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目安、参入していくときの目安にもなるという見方でよろしいのですか。 

○高野経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課課長補佐 そうですね。１つ

は、参入の目安にもなるかと思っております。特にＬＰガスの場合は、地域によっても、

それぞれ需要特性というものが違います。例えば北海道は、暖房用の熱源としては灯油を

使っている。給湯器も結構灯油を使っているところが多くて需要量は低いとか、また、他

の地域に行くと、それが逆転して、ＬＰガスのほうが需要が多い。地域によって需要特性

も違っておりますので、こういうデータからそういった違いを明らかにしていくという意

味でも、業界としても必要に感じてやっているのかと考えております。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 御説明ありがとうございま

す。席上配布資料も準備いただきまして、ありがとうございます。 

 １点、事実関係の確認ですが、ＬＰガスの販売量ということで、資料３の別紙と見比べ

たときに、席上配布資料で掲げられているデータというのは、簡易ガスの部分も含めた総

販売量ということになるのでしょうか。 

○高野経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課課長補佐 そういう意味では、

上の部分も一部含まれた形になっております。また、この統計調査の業界の統計は、実は

今回お示ししている図の表は一般家庭用向けの販売になっておりますけれども、実はこれ

以外にも、例えば工業用の熱源に使われていたり、また、自動車用の燃料、ＬＰガスはタ

クシーの燃料として広く使われておりますし、また、化学製品の製造用の原料ですとか電

力、火力発電所の熱源にも使われていまして、かなり幅広い用途がございます。そういっ

た様々な用途を網羅した形での数字になっていると御理解いただければと思います。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 ありがとうございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 

 いかがでしょうか。どうぞ、お願いします。 

○河井委員 席上配布資料に関してですけれども、ＬＰガス都道府県別販売量というのは、

先ほど、小さい業者は２万者ほどあって、そちらを把握するのは難しいということだった

のですが、これは全数ですか。ＬＰＧの基地で把握しているのか、それとも個々の事業者

に質問書を送って、それで全数を把握しているものなのでしょうか。 

○高野経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課課長補佐 これは、２万者を

対象にして調査は行われておりません。先ほど申し上げたように、ＬＰガスの流通形態と

いうのは、実は８割が輸入品になっております。輸入して国内に出荷している、いわゆる

ＬＰガスの輸入事業者、我々は元売り事業者と呼んでおりますけれども、そういった事業

者と国内で原油を精製した過程で出てくるＬＰガスで供給されるものが残り２割ございま

して、この２つを合わせたものが日本国内全体の供給量の全てになります。そういった一

番大もとの事業者が出荷しているところ、卸、小売とつながっていくのですが、もともと

の供給事業者が供給した先の卸売事業者にどういう用途で使っているのかを元売事業者が

ヒアリングすることによって、この数字を把握していると聞いております。したがいまし

て、この数字は、あくまでも一番上流過程にある輸入事業者と精製会社から提出を受けて

いる数字をまとめたものになります。 
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○河井委員 ということは全数だということでしょうか。 

○高野経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課課長補佐 輸入事業者と精製

会社という意味では全数調査になっています。 

○川﨑部会長 私も今のことに関連してお尋ねしますが、大口の上流工程の供給者から配

分先を見るような格好になったのがこの統計という理解ですので、そう考えていくと、例

えば、この表の一番左の家庭業務用といったところを実際の利用者が何件あるかというの

を捉えるのは、恐らく、上流段階では把握しきれない。聞こうと思ったら、２万者の下流

段階のところに聞かないと分からないということになってくるのですか。 

○高野経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課課長補佐 そうですね。正確

な数字は、やはり末端の小売事業者でないと、なかなか把握できないと思います。ただ、

実は液石法の仕組みとして、各販売事業者に対して、お客さんの数に合わせて保険に入る

ことが義務づけられています。液石法上の事業者の登録を受けるときの義務の一つになっ

ているのですけれども、その保険を請け負っている組合がございまして、そちらで保険の

付保数から大まかな需要家の戸数というのは、ある程度把握できる形にはなっております。

ただ、そこも完璧ではございませんので、大体大まかな、全体的な傾向としか把握できな

いのです。 

○川﨑部会長 そうすると、言葉を変えて言えば、そちらの保険の数字からすれば、利用

世帯数の近似値みたいなものが得られるかもしれないというぐらいのことですか。 

○高野経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課課長補佐 はい。 

○川﨑部会長 通常、その保険の件数は公表されているものですか。 

○高野経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課課長補佐 これは、公表して

いるところと公表していないところがございまして、我々、この数字をうまく公表できる

と、ある意味、先ほど委員の方からも御指摘いただいた点に答えられるのかと考えており

ますが、その点は、これから、保険をまとめている組合とも、いろいろお話をしていきた

いと思っております。 

○川﨑部会長 ありがとうございます。 

 先ほどのお尋ねは、そういうことが解決する上で、鍵になっているようで、仮に今の石

油製品需給動態統計調査の枠の中で都道府県別の需要家数を調べようというのは、今の調

査の枠組みだと難しいけれど、いろいろなものの合わせ技で推計していくなら可能かもし

れないということなのでしょうか。 

○高野経済産業省資源エネルギー庁資源・燃料部石油流通課課長補佐 はい。 

○川﨑部会長 なるほど、分かりました。 

 ほかにはいかがでしょうか、何かありますでしょうか。 

 それでは、この論点に関しましては、今の森下審議協力者からのお話のように、もう少

し現状の石油製品需給動態統計調査で、特に需要家数といったところまでほしいというこ

とはありながらも、現実に、調査としては、それを変えて、また一つの体系にしていくの

はなかなか難しいということもあろうかと思いますので、現時点で、経済産業省としては、

特に調査対象に追加することは考えていないというお答えをいただいておりますが、それ
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はそれで、現状としては適当というか、やむを得ないというか、これも先ほどのお話のよ

うになるのですが、そういう理解をさせていただきまして、また、今後引き続き、特に今、

ガス事業自体が変わっている中での情報提供として、都道府県別の結果について、もう少

し充実していただけることも含めて、今後、検討してみていただけたらと思っております。 

 ということで、これはガス事業生産動態統計調査では、ひとまず適当ということにさせ

ていただこうかと思いますが、よろしいでしょうか。 

 では、これにつきましては、そのように進めさせていただきます。 

 それでは、審議事項として挙げられたものとしましては、事務局で用意していただいた

論点は、これで全てカバーしていただいたことになるかと思います。これまでカバーして

いただいた論点以外に、特にこの機会に何か議論しておくべきということが、もしありま

したらお伺いしたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それでは一応、これで全ての審議事項はカバーしたということにさせていただきまして、

続きまして、答申案についての審議に入ることとさせていただきたいと思います。 

答申案ですが、実は前回までの審議である程度の整理ができた部分もございますが、本

日審議していただいた事項もありますので、全てのものを文章の形に整理できているわけ

ではございません。今の答申案というのは資料４になります。ということで、本日は既に

文章化できている部分の方向性について、合意いただければと思っております。残った部

分につきましては、書面決議という形で、メールで確認させていただきまして、その上で

議決としたいと考えております。メール審議となりましたら、メール上の１回分の第64回

産業統計部会という形式になろうかと思いますが、効率的に進めさせていただきたいと思

います。 

 それでは、資料４に沿いまして、現在明らかな部分、それから、ある程度合意が得られ

ている部分とそうでない部分は分けながら、審議に入らせていただきたいと思います。 

 それから、十分結論が出ていないと思われるものは、「（Ｐ）」、保留という表示をさせて

いただいております。 

 それでは、順番に進んでまいりたいと思います。 

まず、１ページ目ですが、本調査計画の変更でございます。承認の適否といたしまして、

ガス事業生産動態統計調査の変更につきまして、統計委員会として適当と考えるか否かと

いう判断を記載しております。これにつきましては、承認して差し支えないという案とし

ております。 

 続きまして、理由等で順番に理由を記載しております。 

 ざっと概要を御覧いただくために、（２）理由等がたくさんございますが、ページをずっ

とめくって、その先まで見ていただきますと、７ページが次の項目になりまして、先ほど

の事項で、２の今後の課題への対応状況ということでしたが、これも入っております。 

 それから、３のオンライン調査の推進につきましては、このように案文を記載させてい

ただいております。 

 それから、一番下の４の今後の課題につきましては、ペンディングということで、空け

てございます。 
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 最後に、５の未諮問基幹統計の確認、先ほど御審議いただきました８ページ目、これに

つきましてもペンディングとさせていただいておりますが、先ほどのような方法として、

適当であるという整理であろうかと思っております。 

 このようなアウトラインとなっておりますが、これにつきまして、順番に確認させてい

ただきたいと思います。恐縮ですが、もう一度、頭に戻っていただきまして、確認させて

いただきたいと思います。 

 まず、１ページ目の頭、「（１）承認の適否」につきましては、承認して差し支えないと

いう判断をさせていただいております。全てのところを確認した上で、最終的に戻りたい

と思いますが、そのような方向であろうかと思っております。むしろ、内訳の説明といた

しまして、「（２）理由等」から順番に、これから確認させていただきたいと思います。 

 まず、「（２）理由等」の「ア 調査目的の変更」でございます。ここにありますように、

表１のとおり変更するという計画でございます。これにつきましては、これまでの御意見

からしますと、適当であると整理させていただいておりますが、このような形でよろしい

でしょうか。 

 ありがとうございます。それでは、これについては御承認いただいたとしたいと思いま

す。 

 それでは次に、「イ 調査対象の範囲の変更」でございます。これにつきましても、表２

のような変更ということでございますが、次の２ページ目の中ほどにございますように、

適当であると整理させていただく案としておりますが、よろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。では、これも御承認いただいたことにさせていただきます。 

 次に、「ウ 調査事項の変更」でございます。実はここは、先ほど冒頭に申し上げました

統計委員会で出た議論を踏まえての検討が必要かと考えております。西村委員長から、こ

こについては「適当」でよいのか、むしろ、「やむを得ない」とすべきではないかという御

意見があった項目でございます。特に調査事項の変更の中でも、地域別のデータの把握に

ついての課題がございました。これにつきましては、本日、私からも提起させていただき

まして、既に地域別のデータもあるということも申し上げておりますが、このようなこと

につきまして、少し状況を御説明いただいて、確認した上で、答申案の文章を確定してい

きたいと思っております。 

 そこで、追加資料としまして、今日は、ガス事業生産動態統計調査の集計表とガス事業

便覧の中の統計表の該当部分をコピーしていただいております。これにつきましてきちん

と理解した上で審議してまいりたいと思いますので、資源エネルギー庁から、御説明をお

願いしたいと思います。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 まず、ガス事業

便覧につきまして、既に都道府県データが出ているといった点、本来であれば、我々で確

認、御説明すべきであったところ、申し訳ございませんでした。 

 配布いただいていますガス事業便覧のデータでございますが、こちらは日本ガス協会が

調査し、事業者の協力のもと、資源エネルギー庁監修として、年に一度、作成しているも

のであります。そういう意味では、ガス事業生産動態統計調査とは別物という整理になろ
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うかと思います。ガス事業便覧の詳細な作成方法などは、もしよろしければ、日本ガス協

会の熊井審議協力者より補足いただければと思います。 

 この統計調査におきましては、販売量や調定数を都道府県ごとに年に一回やっているわ

けですけれども、これを都道府県ごとに毎月調査するとなりますと、基幹統計として報告

義務もかかりますし、毎月10日までの提出が求められることになりまして、報告者の負担

が大きくなるのではないかと考えております。また、１つの県で１社しか存在しない場合

などは、販売量や調定数の月ごとの変化が明らかになることについて懸念する事業者も出

てくる可能性があろうかと思っております。年ごとの変化であればまだしも、月ごとの変

化がつまびらかになることについて懸念する事業者もいるかもしれないということかと思

います。 

 さらには、今はガスの小売全面自由化はされておりませんので、仮に個社のデータが出

たとしても、その状況を見て、その地域にガス事業として参入する社というのは小口につ

いてはあり得ないわけですけれども、今後は、競争状態になりますので、自由化後も同様

に問題なくこうしたデータを出せるかどうかは、検証、確認が必要かと思っています。い

ずれにしましても、仮にガス事業生産動態統計調査で同様なデータを月ごとに公表すると

なると、事業者とは十分な調整が必要かと考えております。 

 それから、もう１点、ガス事業便覧の130ページとガス事業生産動態統計調査の年度計の

数字でございますが、販売量、調定数とも、ほぼ同じような数字が出ております。御承知

のとおり、ガス事業生産動態統計調査は、地区別表としてブロック別の販売量及び調定数

は毎月集計しています。紙で席上配布していただいているものは年度計の総括表でござい

ます。毎月の集計結果を足し合わせた数字で、利用者の利便性などのために、当室が任意

で作成しているものであります。この形で年度計のブロック別の集計表も公表しておりま

す。そういう意味では、別の形で調査しているものではありますけれども、この統計調査

とガス事業便覧は、結果の数字がほぼ一致することは自然なことではないかと考えていま

す。 

 私からは以上です。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 

 熊井審議協力者から何か御説明などありますでしょうか。 

○熊井審議協力者 今、藤本室長がおっしゃったことについては、そのとおりだと思いま

す。お手元のガス事業便覧の130ページですけれども、こちらは年に１回、私ども日本ガス

協会から、一般ガス事業者に対して調査票を送りまして、それに対して、ガス事業者から

回答してもらったデータをもとに集計しているものでございます。毎年のサイクルといた

しましては、年度が明けました５月下旬頃に、前年度末、その年の３月末における数字の

提出の依頼を行いまして、締め切りは７月下旬というサイクルで、毎年回して、提出して

もらっているものでございます。したがいまして、記入のために、年度が終わってから２

か月以上たった５月下旬にようやく依頼を発出しまして、提出してもらうのは７月下旬と

いうことになりますので、３月末から数えますと、事業者には４か月強程度の準備期間が

あるものでございます。したがいまして、その意味では、ガス事業生産動態統計調査とは
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違って、法的拘束力がない分、事業者の負担感なども考慮いたしまして、調査頻度は年１

回ということにしております。かつ、調査の依頼から２か月間、年度末から４か月強とい

った期間を設けております。 

 以上、申し上げましたとおり、前月分を翌月の10日までに毎月提出し、さらに、金額に

ついては四半期ごとに提出する必要があるガス事業生産動態統計調査とは、負担感あるい

は期限の猶予といったものが大きく違うということを申し上げておきたいと思います。 

 また、ガス事業生産動態統計調査において、都道府県別の記入、そして集計を行うとい

うことに関しましては、具体的に、販売量とか調定数以外に、例えば原料購入量などのデ

ータもありますので、仮にやることになった場合はどこを公表するのか、そして、調査頻

度はこれと同じように毎月なのかどうかといったことも、事業者にかなり影響があるかと

思いますので、十分な調整の時間はいただければと思っております。 

 以上です。 

○川﨑部会長 ありがとうございました。 

 それでは、御質問、御意見等、何かありますでしょうか。 

 私からお尋ねしますが、やはり、都道府県別の販売量、メーター取付数とか調定数とい

うのは、事業者から見れば関心があるデータということなのでしょうか。 

○熊井審議協力者 そうですね。販売量とメーター数、調定数というのは、ガス事業の中

ではかなり主要なデータになりますので、事業者の関心も高いと思います。逆に、例えば、

今、１県の中に１社しかない県もありますし、あるいは２社しかないという県もあります。

その場合、その数字がそのまま出ますと、例えば１県の中に２社しかない県があったとし

て、その県の販売量とか調定数とかが出ると、ライバル会社からしてみれば、相手方の販

売量とかメーター数とか調定数が全部分かってしまうというところもありますので、相手

方に自分の会社のデータが出るということに対しては、かなり強い抵抗感を示している事

業者もあるのは事実です。 

○川﨑部会長 その点については、今、加盟されている事業者の方は一応納得されて、こ

れで公表されているということですか。 

○熊井審議協力者 今はそうです。ただ、今と４月以降で大きく違ってくるのは、やはり、

来年は小売事業そのものが競争市場にさらされるというところが大きく違ってくるものと

思います。 

○川﨑部会長 なるほど、分かりました。なかなか興味深いけれど微妙な数という性格が

ありそうです。 

 ほかの方はいかがでしょうか。どうぞ。 

○西郷委員 普及率と記載してあるのですけれども、１世帯で複数のメーターを取り付け

ている場合もあるので、純粋、普通の意味での普及率とは少し違うと捉えてよろしいもの

なのですか。 

○熊井審議協力者 おっしゃるとおりです。普及率が100％を超えている県もあるのですけ

れども、どういう計算をしているかといいますと、その県における都市ガスの供給エリア

の世帯数を分母としています。分子は、その県内にあるガス事業者のメーター取付数にし
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ているのですけれども、この分子の中には、家庭用として使っているお客様だけではなく

て、商業用ですとか工業用のメーター数も分子として入っているところがありますので、

東京とか大都市圏では100％を超えるケースが発生しているというのが実態です。 

○川﨑部会長 ほかにはいかがでしょうか。 

 なるほど。データというのは、やっぱり関心のある方は集めていらっしゃる、探せばあ

ると実は感心したのですが、さて、これをこの審議の中でどういかすかというのが実は一

番の関心でして、我々の部会として、これをどういうふうに整理していけばよいかという

ことですが、一応、議論のたたき台として、私なりの今の感じを申し上げますと、現在の

状況だと、種々の難しい状況があるのは理解しつつも、しかし、やはり行く行くは、どこ

かの段階で、都道府県別のデータは必要な統計となってくるのではないか。やはり、公的

統計として整備する必要があるのではないかと思われます。それで、データをとることは

全く不可能ということではなさそうだが、調整が必要。また、回答をいただくためにも、

さすがに月次でいただくのは厳しいし、また、必ずしもそこまでの必要性もないのではな

いかと思われる。また、事業者間の情報の秘匿の問題もある。そのようなことを考えると、

望ましい方向としては、年１回のサイクルで統計を集めていただく方向で、今後、努力し

ていただけたらと私は思うのですが、ほかの皆様はいかがでしょうか。 

○河井委員 今の川﨑部会長の御意見ですけれども、もちろん、年次でというのは、作業

上は可能という印象を持っているのですが、先ほどの熊井審議協力者のお話だと、年次で

やったとしても、県に１社しかない場合には、生産量が分かってしまうということで、協

力が得られるかというのが最大の問題点だと思うのです。その点は、熊井審議協力者ご自

身としては、どういう感触、今後、全面自由化が行われたときに、公表に協力していただ

けると考えられるものなのでしょうか。 

○熊井審議協力者 基幹統計として、国から出しなさいと言われたら、事業者としては選

択肢はないと思うのですね。法律で決められてしまったら、出さなければいけないと思う

という感じにはなるのだろうと思います。ただ、例えば、ガス協会としてくださいという

ことになると、いや、そこまで出されたら、提出しなければいけないのは困るという意見

が、恐らく、本音としては出るのだろうと思います。 

 あとは、先ほど言ったとおり、秘匿の問題がどうなるのかというところが大きなポイン

トになると思いますので、例えば、県に１社しかない、２社しかないという場合の秘匿の

扱いをどうするのかというところは、事業者からの意見も聞いていただければありがたい

と思います。 

○川﨑部会長 念のためのお尋ねですが、全面自由化後は都道府県をまたがっての提供も

できるようにはなるのですよね。ただし、ひょっとすると、どうやっても都道府県をまた

がりようがないような導管しか設置されていない県というのもあるのですか。私はその辺

はよく知らないのです。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 供給区域としま

しては、もちろん、県内だけで独立している場所というのはございます。ただ、例えばロ

ーリーである地点まで運んで、そこで供給するという形で、独立していたとしても、他の
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事業者が参入することは可能になります。 

○川﨑部会長 なるほど、分かりました。 

 その意味では、自由化後になってくると、従来は１社しかなかった、２社しかなかった

という状況の中でも、実はもう１社供給しているかもしれないという状況が起こり得るこ

とになってくるから、１は絶対秘匿、２は絶対秘匿だと言いながらも、全面自由化後にな

ると、供給事業者数が３以上になっている可能性は否定できない以上、結局、一応、秘匿

できたことになっているのかと直感的には思ったりもします。ただ、これは机上の議論だ

けで済まない部分もあるでしょうから、やはり、よく確認、検討していただく必要はある

のだろうと思います。 

 どうぞ。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 事務局から資源エネルギー

庁に確認させてください。答えられる範囲で結構です。 

 １つ目ですが、今日、席上配布資料で県別に出ているのですが、この中では域内に１社

しかないとか２社しかないというのがあると思うのですけれども、監修された立場として、

現状においては、秘匿とか、そういう問題はなかったのでしょうか。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 このレベルであ

れば、御協力いただけたということであります。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 年間であればオーケーとい

うことですか。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 はい。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 分かりました。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 もう一つは、先

ほども少しお話ししましたけれども、今はこの数字を出したとしても、小口の部分にほか

の事業者が入ってくることはないものですから、そこは事業者によっては割と鷹揚であっ

たという点は、もしかしたら、あるかもしれないです。自由化前の時点で、このレベルで

あれば、御協力いただけたということだと思います。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 ありがとうございます。 

 あと１点、よろしいでしょうか。自由化ということですが、部会長も思っておられるの

は、自由化によって、今まで１社だったのが３社あるいは４社になることによって、秘匿

の必要性が薄くなるのではないかという考え方がある一方で、今日の御説明を伺うと、自

由化することによって、逆に複数社が入ってきたとしても、その情報というのは、逆の意

味で秘匿度が高まると申しますか、出したくないという事業者が出てくるのではないかと

いう、逆のベクトルの話が出ているようです。自由化によって複数社が入ってきて、そう

することで、この県にはこれだけの需要家がいますということは秘匿しなくてもよいでは

ないかと考えられる一方で、競争が始まることによって、その県でどれだけ供給している

かというデータを個々の事業者として出したくないというベクトルが働く、２つの方向性

があると思うのですが、どちらをイメージすれば実態に沿う感じになりますか。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 両面あると思っ
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ていまして、ガス小売全面自由化になって、仮にこれまで県で１社だったところに他の事

業者が参入してくれば、秘匿する必要はなくなってくると思います。一方で、１社だけで

他の参入がない状況におきましては、その情報を出したくないというのは、今、他の事業

者が参入する可能性がないときよりも強まる可能性があると思っています。 

 実際に電気の例を見ますと、電力小売全面自由化後の動きは相当地域差がございまして、

御案内のとおり、東京、大阪をはじめ、大都市圏では結構数多くの新規参入者が出ている

のですけれども、例えば沖縄ですとか、そういったところでは、まだ新規参入がない状況

もございます。そこからしますと、割と、特に地方のガスの供給区域においては、新規参

入がそんなに激しくはないという可能性もあるのかと思って見ているところであります。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 ありがとうございます。 

 それでは、新規参入で複数になれば、その地域に関しての秘匿度というのは薄まるけれ

ども、一方で、引き続き１社とか２社というところに関して言えば、秘匿度がより一層高

まる、自由化になったがために秘匿度が高まる可能性がある、その両面があるという理解

をすればよいでしょうか。 

○藤本経済産業省資源エネルギー庁電力・ガス事業部ガス市場整備室長 おっしゃるとお

りだと思います。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 ありがとうございます。 

○川﨑部会長 ありがとうございます。 

 確かに秘匿の問題はありますけれども、全面自由化で参入が増えてきた時点では、かな

り秘匿度の問題は解消しそうだという感じを持ちながら今の議論を聞きましたけれども、

もう一方で、まだ自由化が進んでいない段階で、例えば特定の１社が特定の地域を100％押

さえている段階でこそ、逆にいえば、競争を促すためにも、その情報を提供していただく

というのも、本当は、必要かもしれないのですよね。競争政策からすれば、情報を独占し

ていることで、なかなか参入が進まないという側面もあるので、「独占」と言ったら言葉は

悪いかもしれませんけれども、競争促進の観点からすれば、私は秘匿の度合いを少し緩め

てもよいのではないかとさえ思ったりするところもあります。 

 そういうことも考えるわけですが、さて、ここのまとめ方をどうするかということに戻

らせていただきます。先ほどの繰り返しになりますけれども、やはり、月次で、直ちに対

応することが難しいのは、よく理解できることだと思います。そういう意味では、今回の

地域別、ブロック別として把握されるというのは、現時点で、やむを得ないという整理で

よいのではないかと、私は、今、議論しながら感じたところです。 

 ただ、今後の自由化を考えていきますと、やはり、都道府県別のデータは必要性がある

と御理解いただいている方が多いのではないかと思います。そこで、年１回の調査事項と

して追加することは、都道府県別についても、やはり今後、引き続き検討していただく必

要があるのではないかと思います。 

 そういうことを踏まえまして、今後の課題として、例えば、このような書きぶりがある

かというのが今の頭の整理なのですが、１つの例と受け止めていただければと思うのです

が、「今後のガス事業における自由化の進展状況を踏まえ、報告者の記入負担や利用者のニ
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ーズにも配慮しつつ、都道府県別の調定数等、ほかのデータも含めて、年１回の調査事項

として追記するなどの方法により把握することについて検討する」という趣旨を今後の課

題として残させていただきたいと思っております。委員の皆様、いかがでしょうか。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 今おっしゃったのは、皆様

のお手元の資料４の答申案の４ページ目になりますけれども、「しかしながら」のところで、

「現時点では、やむを得ないものと考える。」、その後ろが（Ｐ）となっていますけれども、

その後ろに引き続き記載される、記載した上で今後の課題というイメージでしょうか。 

○川﨑部会長 そうですね。すみません、御説明ありがとうございます。どこのことを論

じているのかが分かりにくくなってしまいましたけれども、今、個別に 「ウ 調査事項

の変更」のところを申し上げたところでございます。 

 そのような形でおさめさせていただきたいと思いますが、口頭で申し上げておりますの

で、文面の確認は後ほど事後的にメールでさせていただきたいと思いますが、大筋でその

ような方向でよろしければ、そのような文面で、事務局とも相談しながら、しっかりした

文章にまとめていきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。この件だけで大分長く時間をいただいてしまいましたが、それ

では、次の項目に進ませていただきたいと思います。 

 現在どこまできたかといいますと、ウまで終わりまして、次がエということでございま

す。今、資料４の４ページ目の上のところまで終わったところですが、エの「調査事項の

削除」ということでございます。これについては、これまでの議論では適当ということで

整理するとさせていただいておりますが、このようなことでよろしいでしょうか。 

 ありがとうございます。 

 それでは次に、「オ 集計事項の変更」につきましては、調査事項の追加、削除等の変更

に伴いましての計画ということで、これに合わせまして、継続性にも配慮していただくと

いうことになっております。そういう意味で、これも適当と整理させていただいておりま

すが、これでよろしいでしょうか。 

 では、そのようなことで、御了解いただいたものとさせていただきます。 

 続きまして、「カ 公表の方法及び公表の期日の変更」でございます。これは若干の議論

もございましたけれども、インターネットの部分、これはやっていただくということで結

構なことですが、これについては適当と整理させていただいておりますが、よろしいでし

ょうか。 

 ありがとうございます。それでは、そのようなこととさせていただきます。 

 続きまして、「キ 調査票情報の保存期間及び保存責任者」につきましては、先ほどの議

論で、こういった変更で調査票の情報を永年保存としていただくというのは結構なことと

思いますので、これまでの議論を踏まえて、適当と整理させていただきたいと思いますが、

よろしいでしょうか。 

 ありがとうございました。それでは、（Ｐ）は外しまして、適当とさせていただきたいと

思います。 

 続きまして、資料４の７ページ目に進ませていただきます。「２ 前回答申における今後
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の課題への対応」ということでございます。これにつきましては前回も議論していただい

たことで、この対応は適当であると整理させていただいておりますが、これでよろしいで

しょうか。 

 では、御了解いただいたものとさせていいただきます。 

 続きまして、３の「オンライン調査の推進」ですが、引き続き、いろいろな努力がされ

るということで、適当と整理させていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 それでは、これについても、御了解いただいたものとさせていただきます。 

 続きまして、７ページの一番下にタイトルだけ出ている今後の課題（Ｐ）というところ

から次のページにかけてでございます。次のページは本文がありませんけれども、「今後の

課題」というのは、先ほど、都道府県別の結果の必要性ということで、ここについて課題

を入れてはどうかと思います。これは先ほど申し上げましたような文面になりますけれど

も、案文としましては、「今後のガス事業における自由化の進展状況を踏まえ、報告者の記

入負担や利用者のニーズにも配慮しつつ、都道府県の調定数等を年１回の調査事項として

追加するなどの方法により把握することについて検討する」ということで、これについて

は、引き続き、資源エネルギー庁で課題として検討していただきたいと入れたらどうかと

考えております。この文面につきましては、最終的に、また改めて確認させていただきた

いと思います。 

 一応そのような方向で整理させていただきますが、４はそのような扱いということでご

ざいます。 

 続きまして、「５ 未諮問基幹統計の確認」については、本日、審議していただいたばか

りですので、８ページ目にはまだ案文が入っておりませんが、これまでの議論を踏まえま

すと、それぞれ要件としては、基幹統計の要件に適合しているということであるかと思い

ます。また、引き続き、この調査の必要性はある。また、ガス動態調査を踏まえた改善の

余地については、議論はあるかもしれませんが、１点、これはどこまで記載するかという

問題がありますけれども、全体としては、先ほどの統計の体系の中でありましたようなＬ

Ｐガスの扱いをどうするかという問題があろうかと思います。これについては、書き方が

なかなか難しいところであろうかと思いますが、現時点では、ガス事業生産動態統計自体

をすぐ変えるという方向ではないと理解しておりまして、それはそれでよろしいかと思い

ます。ただ、今後のこととして、これをどの程度記載するか、ＬＰガスのことを視野に入

れたような統計の在り方を今後考えていただきたいというのをどの程度申し上げるのがよ

いかというのが一つあろうかと思いますが、この点について、両委員の方からも御意見を

いただきたいと思うのですが、いかがでしょうか。 

○西郷委員 本題とずれるかもしれないのですけれど、８ページの未諮問基幹統計の確認

というのは、答申そのものとは違うものですよね。ただ、未諮問基幹統計としての確認と

答申を記載するという作業を別々にやると、時間の効率がよくないことから、今まで未諮

問基幹の確認が行われていないものに関しては、部会が開かれるときに一緒にやりましょ

うということになっていたように記憶しています。そうすると、議論は一緒にやったわけ

ですけれども、文章として出すときに、まとめてしまったほうがよいのかどうかというの
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は、私、今まで類似の事例があったときにどうしていたかというのを思い出せないのでこ

ういう質問をしているのですけれども、今、部会長がおっしゃった一番最後の点は、今後

の課題に記載したほうがよいようにも思えたので、それをここに書くよりは、まず５番目

の項目の位置付けをはっきりさせてから、ここに何を書くべきなのかということを整理な

さったほうがよいのではないかと思ったのです。 

○川﨑部会長 大事な御指摘ありがとうございます。確かに、そういう側面はあります。

通常、５番目の項目というのは、いつも原則として答申の一部として入れる方向でやって

きていましたか？ ほかの統計でこういう事例はどうしていましたか。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 過去に類似の未諮問の確認した

ものにつきましては、答申では触れずに、別途報告、口頭報告が主体かと思います。 

○川﨑部会長 なるほど。そうすると、ここのページの部分は、むしろ、答申とは少し切

り離してやるほうがよいでしょうか。委員会では、報告としては説明するけれども、この

答申としては含めないという方向にしましょうか。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 選択肢として、こうしなけ

ればならないというスタンダードはないのです。未諮問基幹統計について、委員会の中、

いわゆる部会審議の中で一緒に議論するという前例はあります。扱いとして、今、西郷委

員からも御指摘がありましたとおり、答申、いわゆるガス事業生産動態統計調査の変更に

関するものとは別でということでしたら、この８ページの部分を別のペーパーにして、未

諮問の確認結果という形で委員会に御報告する、いわゆる答申の一部としてではなくて、

ペーパーとしては別という方法です。ただ、いずれの形にするにしましても、部会の中で

きちんと議論しましたということは、形としては、しっかり残さないといけないと考えて

おります。 

○川﨑部会長 分かりました。 

○澤村総務省政策統括官（統計基準担当）付統計審査官 今までのケースですと、確認は

したけど、今、西郷委員からも御指摘がありましたような今後の課題的な指摘まではなか

ったので、議事概要の中にその旨記載を残して、答申時に口頭で追加報告という形でおさ

まっていたわけですが、今回の場合、書きぶりにもよりますが、今後こうあるべきみたい

な、今回の確認結果を踏まえて、それを委員会に報告するということであれば、議事概要

の中に落とすのではなくて、別建ての紙にして、対外的に発信するということも一つの方

法かと思います。 

○川﨑部会長 確かに、私も今の説明を聞きながら、これを別紙にしたほうが、そもそも、

出発点はガス事業生産動態統計の話だったのですが、もう一つの液石法の関連から出てき

たＬＰＧも含めた議論というのは、少しそこから離れている部分もあろうかと思いますの

で、もし、委員の皆様がよろしければ、別紙という扱いとさせていただきたいと思います。

そちらに、最初のほうにやった議論を入れさせていただくということでいかがでしょうか。

多分、本体のガス事業生産動態統計に今後の課題として記載してしまうと、いつまでにど

うするのかといった議論になろうかと思いますが、今のＬＰＧの扱いについては、先が読

めないような部分もあるかと思うのです。今日の議論だけで、私自身も全体をカバーした
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統計があったほうがよいという思いはある反面、では、それがすぐ適切にできるかといっ

たら、やや迷う部分もあるので、先ほど森下審議協力者がおっしゃった都道府県別の需要

者数とか、そういうデータはほしいというのはもちろんあるのですけれども、なかなか一

気に、もう一つの基幹統計まで議論を及ばせるというのは、少しハードルが高いところも

あろうかと感じましたので、その点は、問題意識としては、ここだけ切り離したメモで記

載することは何か工夫してみたいと思いますけれども、そういうことで、ここの部分は答

申の本体からは外すという方向でいかせていただこうかと思います。 

○西郷委員 はい。 

○川﨑部会長 そうすると、切り離した文面につきましては、私は今のような認識でいる

のですが、ここの作文については、案文の書き方がまだ具体的に、今日の議論を聞きなが

らのことでしたので、私の頭からすぐ出てきませんので、これにつきましては、また後ほ

ど、メールでも御相談させていただけたらと思いますが、よろしいでしょうか。 

 それでは、これで一応、全体として、全項目について審議していただいた形になります。

これでまた頭に戻っていただきますと、承認の適否ということに、念のための確認という

ことになりますが、承認して差し支えないという結論になっておりますが、これらを振り

返りまして、そのような結論でよろしいかと思いますが、いかがでしょうか。 

 ありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして、この答申案の審議につきましても、終了したことにさせ

ていただきます。今、幾つかの論点につきまして、まだ文面が少し、口頭で申し上げたり、

あるいはまだ練れていないものもございますが、答申案ともう一つ切り離した文面も含め

て、一応、原案の作成等について、私に一任いただきまして、最終的にメールで確認させ

ていただくことにさせていただけたらと思います。 

 それでは、この後の確認を踏まえまして、答申案全体につきましては、部会で合意され

たものという形を、11月18日に開催予定の委員会で報告することとさせていただきたいと

思います。そのような扱いとさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 それからもう１点、地域別の統一の問題につきまして、前回も議論がございました。今

回、ガス事業生産動態統計調査の審議の中では、最後の今後の課題として、都道府県別の

結果を種々の調整、条件を勘案しながら検討していただきたいということで入れさせてい

ただく方向で進めさせていただきますが、それはそれとして、もう一つ大きな問題として、

地域別の区分の統一の推進という課題がございます。現時点では、少なくとも地域別の区

分の統一というものが、この統計においては一定のブロック別ということになっておりま

すので、残念ながら、今、政府の種々の統計で見ますと、このブロックの区分が不統一な

状況になっております。これについては、外部や利用者の中から、いろいろな御批判もご

ざいます。しかしながら、行政上の仕組みあるいは行政上の利用のために、この統一が図

られていないということがございます。しかしながら、これについての統一の必要性とい

うこともございますので、基幹統計全体あるいは政府統計全体の課題ということもありま

すので、これについても、何らかの形で部会長メモとして出すことも考えなければいけな

いと思っております。この点については、前回も少し申し上げたことかと思います。そこ
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で、部会長メモとして、この答申案とは別に委員会に報告させていただこうかと考えてお

ります。これもこれから文章化していくことになりますけれども、その骨子を申し上げま

すと、このようなことを考えているということでございます。 

 まず一つは、大前提としまして、現状では地域区分の統一の推進の強化ということが政

府統計全体の流れとしてあるということでございます。 

 それに対しまして、地域ブロックの区分については、現状としては、種々の統計の間で

は、必ずしも統一が図られていないという認識がある。それに関しては、できるだけ都道

府県別の報告を求めていくことが望ましい。しかし、報告者負担への配慮などから、直ち

に改善できないものもあるのが事実ということで、ガス事業生産動態統計調査については、

今後の課題にも記載しますように、都道府県別の結果のデータの把握をしていただくこと

を期待すると同時に、政府全体で地域別表章の標準的な在り方を引き続き検討していただ

く必要があるということを部会長メモの中では述べていきたいと思います。 

 幸いなことに、都道府県別のデータ、ガス事業生産動態統計の中では収集を進めていく

ことについては、今後の課題として入れていくことについては御理解いただけていると思

いますので、その点については、どのような書きぶりにするのがよいかということはあり

ますけれども、この中では今後とも努力を期待するということを記載させていただこうと

思います。 

 そのようなことで、まだ文章が十分練れていないとは思いますけれども、今のような、

大きなポイントとしましては、地域別表章の標準的な在り方を政府全体で検討することが

大事であること、そしてまた、ガス事業生産動態統計の中では、今後の課題にありました

ように、都道府県別のデータ把握の推進を期待したいことを述べるということで、部会長

メモを作成することにさせていただきたいと思っております。 

 これにつきましても、委員の皆様とも、答申案とセットで、御確認をお願いしたいと思

っております。 

 以上のようなことでございますが、特にこの段階で御意見等ありましたらいただけたら

と思いますが、よろしいでしょうか。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 今、メモの骨子案について、

部会長から御紹介があったところですが、１点だけ確認を。部会長メモを作成される場合

には、基本的に、一般的あるいは政府横断的な事項についての記述ということになろうか

と思います。今おっしゃった中で、調査事項の県別把握について、ガス事業生産動態統計

調査に関しても期待しつつ、全体としても検討するというお話があったのですが、ガス事

業生産動態統計調査につきましては、先ほどの審議の中で、答申案の今後の課題の中で、

直接かつ具体的に書き込むという整理をなさったかと思います。それに加えて、部会長メ

モの中でも再度書くという感じでございましょうか。それとも、部会長メモは、あくまで

一般的にという理解をすればよろしいでしょうか。 

○川﨑部会長 そうですね、やはり、入れると、くどいですか。では、少し変更いたしま

して、一般的な政府統計全体の共通の課題を述べることにさせていただこうかと思います。

今の御指摘を踏まえると、やはり、１つの論点を２つで述べるのは、少しくどいかという
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気もしますので、そういった方向にしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 今後の課題については、すぐ実現できるわけではないということがありますので、当然

ながら、部会長メモに記載しないとしても、期待するという事実には変わりないというこ

とですけれども、スタイルとして、同じことを二度も言うのも、少しくどいかという気は

いたしますので、そのようなことにさせていただこうかと思います。 

 全体のスタイルとして、部会長メモがガス事業生産動態統計調査と全く無関係に出てき

ているように受け止められるのも困るので、若干のキーワードぐらいは入るかもしれませ

んけれども、くどくないような書き方をしなければいかんとも思いますが、その辺り、も

う一度、今、口頭では申し上げましたけれども、今の事務局の御意見もよく踏まえて、整

理させていただきたいと思います。よろしいでしょうか。 

○内山総務省政策統括官（統計基準担当）付国際統計企画官 はい。 

○川﨑部会長 それでは、いろいろ御意見をいただきまして、ありがとうございました。

これをもちまして、ガス事業生産動態統計調査の審議は全て終わったということになりま

す。おかげさまで、２回で無事終了することができまして、大変ありがとうございました。

それでは、委員の皆様、審議協力者の皆様、各府省の皆様、調査実施者の皆様、事務局の

皆様、本当にありがとうございました。これをもちまして、この部会の審議を終了させて

いただきます。どうもありがとうございました。 

 事務局から御連絡等があろうかと思いますので、お願いしたいと思います。 

○岩黒総務省政策統括官（統計基準担当）付官 では、先ほども部会長から御説明があり

ましたとおり、実際にお集まりいただく部会審議は本日で終了いたします。答申案の修正

案につきましては、部会長と御相談の上、早急にお示しいたしますので、御確認のほど、

よろしくお願いいたします。それが終わり次第、委員の方々については、統計委員会担当

室から最終的な書面決議の確認をさせていただきますので、お含みおきください。 

 最後に、部会の結果概要については、事務局で作成次第、メールにて御照会いたします

ので、こちらにつきましても、御確認をよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○川﨑部会長 それでは、長時間にわたりまして、御審議ありがとうございました。これ

で部会を終わります。どうもありがとうございました。 


